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AIの進化と影響

人工知能（AI）の飛躍的な進化が、日常生活から企業活動まで様々な変化をもたらしている。ネッ

トフリックスがアニメ作品の背景制作にAIを用いたり、リーバイ・ストラウスがAIで生成したモデ

ルを用いて顧客のショッピング体験の向上を目指したりするなど、企業は文章や音楽、映像などAI

が生成したコンテンツを自社の事業活動に活用している。一方で、AIによる著作物の利用をめぐり、

著作権侵害が問題となっている。

著作権侵害訴訟の増加

2023年1月、写真・映像販売大手のゲッティ・イメージズは、スタビリティAIがゲッティ・イメー

ジズの著作物を違法に使用するなど著作権を侵害したとして提訴した。2024年6月には、ソニー・

ミュージックエンタテイメントやユニバーサル・ミュージック・グループなどが、著作権で保護さ

れた録音物を音楽生成AIが違法に使用しているとして開発企業スノーに対し訴訟を起こした。2024

年11月には、ニュース記事を違法に使用しているとしてカナダ放送協会、グローブ・アンド・メー

ル、トロント・スターなどカナダの主要メディアが、オープンAIに対して訴訟を提起した。

メディアとAI企業の提携

他方で、メディアとAI企業との提携の動きも見られる。ダウ・ジョーンズを傘下に持つニューズ・

コーポレーションや、ニューヨーカーやヴォーグなどの雑誌を出版するコンデナストといった大手

メディアは、オープンAIとの提携を発表している。AI企業は、AIの学習に使用する記事の対価を支

払うことでメディア側から記事の使用許諾を得て、メディア側は、収益面に加えてAIの回答に原典

となる記事へのリンクが表示されることで、新たなユーザー獲得が期待できる。

各国の対応

著作権保護とAI開発の狭間で、各国は異なるアプローチを採っている。日本では、2018年の著作権

法改正により、デジタル化・ネットワーク化の進展に対応した柔軟な権利制限規定が導入され、一

定の条件を満たせば、AI学習のための著作物利用が認められることとなった。欧州連合（EU）では、

2019年の著作権指令により、研究機関および文化遺産機関による科学研究目的のために行うテキス

ト・データ・マイニングにおける著作物利用が可能となった。米国では、批評、解説、ニュース報

道、教育、学術、または研究などの目的のために複製物を用いるフェアユースは著作権侵害になら

ないという規定があり、裁判所が個別に判断を下している。

今後の展望

AIと著作権の問題は、AIのイノベーションに大きな影響を及ぼす可能性がある。また、AI生成物の
著作権帰属の明確化やAIによる二次創作の扱いなども今後の課題である。こうした状況に対応する
ため、世界知的所有権機関などを中心としたグローバルな議論を通じて、イノベーションの促進と
創作者の権利保護について国際的な調和を図ることが求められる。
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AI開発・学習段階の
著作物使用

著作権者の利益を不当に害
する場合以外は、情報解析
の用に供する場合など、著
作物に表現された思想また
は感情の享受を目的としな
い利用を認める。

研究機関および文化遺産機
関が、科学研究目的のため
に行うテキスト・データ・
マイニングにおいて、著作
物の利用が可能。それ以外
の目的で行われる場合は、
著作者が権利を留保できる。

批評、解説、ニュース報道、
教育、学術、または研究な
どの目的のために複製物を
用いるフェアユースは、著
作権侵害にならない。

学習データの開示に
関する規定

無し。
学習に使用されたコンテン
ツに関して、十分に詳細な
要約を作成し、公開するこ
とを義務付ける。

2024年4月、学習に使用
された著作権保護作品の詳
細な要約を、著作権登録官
へ提出することを義務付け
る法案が下院に提出された。
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